
下水道事業経営状況について

１．下水道事業の概要

名寄市の下水道事業は、名寄処理区と風連処理区に分かれており、名寄処理区では昭和 46 年よ

り建設を開始し、昭和 55 年から供用開始、風連処理区では平成５年より建設開始、平成９年から

供用開始されました。現在は２つの処理区ともに区域の拡大を終えたことから、下水道事業の役割

は下水道の普及から下水道施設の維持管理や改築更新といった持続可能な下水道事業の運営を行

うことに変わりつつあります。

令和２年４月からは官公庁会計である特別会計として経営している下水道事業と個別排水処理

事業を、経営状況や資産等を正確に把握するため、水道事業と同じ会計方式である公営企業として

経営を行っていきます。

※令和２年度末現在

【建設着手年月日】 《名寄》 昭和 46 年

《風連》 平成 5 年

【供用開始年月日】 《名寄》 昭和 55 年

《風連》 平成 9 年

【処理区域内人口】 23,302 人（普及率 87.25％）

【水洗化人口】 22,940 人（水洗化率 98.45％）

【処理場数】 ２施設

名寄下水終末処理場

風連浄水管理センター

【管渠延長】 197,156.05m

合流管 43,304.37m

汚水管 130,437.49m

雨水管 23,414.19m

【計画処理能力量（日最大）】13,853 ㎥／日

【年間総処理水量】 5,453,652 ㎥

うち汚水処理水量 2,852,968 ㎥

うち雨水処理水量 2,600,684 ㎥

【年間総有収水量】 2,158,990 ㎥

【有収率】 75.68 ％

----------------------------------------------------------------------------------------

【雨水公費、汚水私費の原則】

雨による浸水被害の軽減効果は

広く市民に及ぶため、公費で負担

をし、汚れた水をきれいにする費

用は、汚れた水を流した人に負担

してもらう受益者負担の考え方に

基づいています。

名寄下水終末処理場

風連浄水管理センター

雨水は公費（税金）

汚水は私費（使用料）

資料１－２



 ２．令和２年度 下水道事業決算

 （１）総括事項

　　令和２年度における下水道事業の処理区域内人口はは、23,302人で、処理区域内人口に対する普及率は

　87.25％となっており、有収率については、前年度の有収率から6.6ポイント増加し、75.68％となっていま

　す。

　　個別排水処理事業については、令和２年度は合併浄化槽を２基を設置し、これまでに整備した合併浄化

　槽は535基となりました。

　　令和２年度決算において、下水道事業収益は1,244,375千円、下水道事業費用は1,160,529千円となり、収

　益的収支では、45,097千円の純利益を計上し、当年度未処分利益剰余金が45,097千円となりました。

　　なお、今年度は積立金等に処分せずに未処分利益剰余金として繰越します。

　　今後とも、令和２年度に改定した下水道事業経営戦略に基づき、老朽化した下水道施設の修繕や更新を計

　画的に実施し、施設の長寿命化を図るとともに効率的な維持管理により清潔で快適な生活環境の保全に努め

　ます。

【主な施設状況】

ア 公共下水道事業

単位 Ｒ２年度 Ｒ１年度 対前年度比較 備考

行政区域内人口 人 26,708 26,993 △ 285 住民基本台帳３月末人口

処理区域内人口 人 23,302 23,560 △ 258 処理区域内の３月末人口

処理人口普及率 ％ 87.25 87.28 △ 0.03 

面積普及率 ％ 81.40 81.40 0.00 
計画区域のうち、実際に整備した区
域の割合

水洗化人口 人 22,940 23,198 △ 258 住民基本台帳上の下水道利用者数

水洗化率 ％ 98.45 98.46 △ 0.01 

年間総処理水量 ㎥ 5,453,652 4,775,645 678,007 
処理場に流入した汚水・雨水をきれ
いに処理した水量

汚水処理水量 ㎥ 2,852,968 3,069,314 △ 216,346 処理場に流入した汚水量

雨水処理水量 ㎥ 2,600,684 1,706,331 894,353 処理場に流入した雨水量

年間有収水量 ㎥ 2,158,990 2,120,136 38,854 
料金算定の対象となる家庭等で使用
した水量

有収率 ％ 75.68 69.08 6.60 年間有収水量／年間汚水処理水量

イ 個別排水処理事業

単位 Ｒ２年度 Ｒ１年度 対前年度比較 備考

合併浄化槽人口 人 2,600 2,545 55 
住民基本台帳上の合併浄化槽利
用者数

個別排水処理人口 人 1,881 1,882 △ 1 
住民基本台帳上の市が設置した
合併浄化槽利用者数

年間総処理水量 ㎥ 104,167 100,943 3,224 
市設置の合併浄化槽で汚水をきれい
に処理した水量（※）

年間有収水量 ㎥ 104,167 100,943 3,224 
料金算定の対象となる家庭等で使用
した水量（※）

有収率 ％ 100.00 100.00 0.00 年間有収水量／年間汚水処理水量

個別排水処理施設基数 基 535 533 2 

※水量は私設分を除く

事　　　項

事　　　項

内訳
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公共下水道事業

個別排水処理事業

※H25～R01の使用料は、特別会計の歳入決定額から消費税額を差し引いた推計値としています。

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02

年間有収水量 2,264,474 2,256,418 2,243,681 2,214,020 2,207,450 2,184,324 2,161,313 2,135,790 2,120,136 2,158,990 

2,100,000 

2,150,000 

2,200,000 

2,250,000 

2,300,000 

㎥

年間有収水量の推移 

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02

 使用料収入 397,519 396,629 394,963 389,253 388,096 383,942 379,960 375,616 363,456 379,454 

340,000 
350,000 
360,000 
370,000 
380,000 
390,000 
400,000 

千
円[

税
抜]

使用料の推移

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02

年間有収水量 91,069 92,952 94,271 97,148 98,263 100,282 99,585 100,293 100,943 104,167 

80,000 
85,000 
90,000 
95,000 

100,000 
105,000 
110,000 

㎥

年間有収水量の推移 

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02

 使用料収入 15,985 16,236 16,481 16,999 17,170 17,496 17,416 17,511 17,449 18,171 

14,000 

15,000 

16,000 

17,000 

18,000 

19,000 

千
円[

税
抜]

使用料の推移
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 （２）収益的収支 〔施設の運転・管理等、下水道事業を運営するための経費とその財源〕

　　収益的収入では、営業収益は622,359千円、営業外収益は622,016千円となり、経常収益が1,244,375千円

　となりました。収益的支出では、営業費用は1,085,976千円、営業外費用は74,553千円となり、経常費用は

　1,160,529千円となりました。これにより経常損益は83,845千円のプラスとなっております。

　　これらに特別利益4,164千円と地方公営企業法の適用に伴う特別損失42,912千円と合わせ、当年度は

　45,097千円の純利益を計上することとなりました。

【収益的収支】

科目 Ｒ２当初予算 Ｒ２決算 Ｒ１決算 差額 増減率

経常収益 1,290,511,000 1,244,374,554 ― 1,244,374,554 ―

営業収益 619,528,000 622,359,021 ― 622,359,021 ―

うち下水道使用料 383,608,000 397,625,021 ― 397,625,000 ―

営業外収益 670,983,000 622,015,533 ― 622,015,533 ―

経常費用 1,253,569,000 1,160,529,199 ― 1,160,529,199 ―

営業費用 1,180,017,000 1,085,975,979 ― 1,085,975,979 ―

営業外費用 73,552,000 74,553,220 ― 74,553,220 ―

経常損益 36,942,000 83,845,355 ― 83,845,355 ―

特別利益 5,211,000 4,163,643 ― 4,163,643 ―

特別損失 40,368,000 42,911,957 ― 42,911,957 ―

当年度純損益 1,785,000 45,097,041 ― 45,097,041 ―

前年度繰越利益剰余金 0 0 ― 0 ―

当年度未処分利益剰余金 1,785,000 45,097,041 ― 45,097,041 ―

　※図表中の数値については、表示単位未満四捨五入の関係で、合計が一致しない場合があります。

        (単位：円[税抜])

下水道事業収益
1,248,538,197円

R２下水道事業収益の構成割合

下水道事業費用
1,203,441,156円

R２下水道事業費用の構成割合
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 （３）資本的収支 〔施設を建設整備するための経費とその財源〕

　　資本的収入では、下水道事業債や資本費平準化債等の企業債223,400千円、国庫補助金で109,936千円等、

　合計387,437千円であったのに対して、資本的支出では、建設改良費286,485千円、企業債償還金458,862千円

　等により、合計746,847千円となりました。

　　なお、資本的収入が資本的支出に対して不足する額359,410千円は、引継金、引継貯蔵品、当年度分消費税

　及び地方消費税資本的収支調整額及び当年度分損益勘定留保資金で補填いたしました。

　　主な建設改良事業の内容は、名寄下水終末処理場外改築更新工事で182,152千円、管渠等改築更新工事で

　25,575千円、合併浄化槽設置工事で2,420千円となっています。

【資本的収支】

科目 Ｒ２当初予算 Ｒ２決算 Ｒ１決算 差額 増減率

資本的収入 542,317,000 387,437,550 ― 387,437,550 ―

企業債 325,100,000 223,400,000 ― 223,400,000 ―

出資金 48,452,000 48,451,000 ― 48,451,000 ―

負担金及び分担金 2,183,000 380,304 ― 380,304 ―

他会計繰入金 82,000 3,770,000 ― 3,770,000 ―

国庫補助金 163,500,000 109,936,246 ― 109,936,246 ―

水洗化貸付事業収入 3,000,000 1,500,000 ― 1,500,000 ―

資本的支出 876,005,000 746,847,317 ― 746,847,317 ―

建設改良費 412,352,000 286,485,153 ― 286,485,153 ―

企業債償還金 460,553,000 458,862,164 ― 458,862,164 ―

水洗化貸付事業費 3,000,000 1,500,000 ― 1,500,000 ―

返還金 100,000 0 ― 0 ―

資本的収支(不足額) △ 333,688,000 △ 359,409,767 ― △ 9,268,870 ―

　※図表中の数値については、表示単位未満四捨五入の関係で、合計が一致しない場合があります。

         (単位：円[税込])

資本的収入
542,317,000  円

R２ 資本的収入の構成割合

資本的支出
876,005,000  円

R２ 資本的支出の構成割合
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 （４）令和２年度の主な建設改良事業

　◎名寄下水終末処理場外改築更新工事 ≪国庫補助金・企業債≫

　平成30年度に策定した下水道ストックマネジメント計画に基づき、老朽化した下水処理施設

の改築更新事業を行った。

【主な工事等】

・名寄下水終末処理場内排水ポンプ場No1雨水ポンプ設備更新工事　　一式

Ｒ２～Ｒ３継続工事 82,800千円

・名寄下水終末処理場電気設備更新工事　　一式 10,032千円

・名寄下水終末処理場機械設備更新工事　　一式 81,180千円

・名寄下水終末処理場管理棟建築電気設備更新工事（消火防止設備） 一式

4,730千円

・名寄下水終末処理場感染症対策工事　　　一式 3,410千円

　◎管渠等改築更新工事 ≪国庫補助金・企業債≫

　平成30年度に策定した下水道ストックマネジメント計画に基づき、老朽化した下水道管渠の

改築更新事業を行ったほか、下水道管路の改築更新事業に向けた管路調査を行った。

【主な工事等】

・名寄処理区下水道管渠更生工事　　　内径450mm　延長43.4m 7,194千円

・名寄処理区下水道管渠更生工事　　　内径300mm　延長52.9m 10,549千円

・名寄市公共下水道管路調査業務委託　延長4,274m 10,780千円

・公共桝設置工事　　　　　　　　　　　　１箇所 297千円

・公共桝取替工事　災害対策　　　　　取替52箇所 6,017千円

・道路改良等に伴う公共桝取替工事　　取替19箇所 1,419千円

・公共桝取付工事　　　　　　　　　　　　１箇所 99千円

　　（施工前） 　　（施工後）
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　◎合併浄化槽設置工事 ≪企業債・分担金≫

　合併浄化槽を平成８年度から令和元年度までに533基の整備を行っており、令和２年度には

２基の整備を行い、計535基となった。

【主な工事等】

・合併浄化槽設置工事 242千円

　　実施地区 名寄地区 0基

風連地区 2基

　　人槽別 ５人槽 2基

　（施工写真①・底版据付） 　（施工写真②・浄化槽設置）
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 ３．令和３年度予算概要

 （１）収益的収支

　　　　令和３年度については、下水道使用料の増加が見込まれ、減価償却費や経常経費の減のほか、

　　　企業会計移行初年度に発生する特別損失の皆減などにより、35,826千円の純利益を見込んでお

　　　ります。

【収益的収支】

科目 Ｒ２当初予算 Ｒ３予算 差額 増減率

経常収益 1,290,511 1,200,960 △ 89,551 △ 7.46% 

営業収益 619,528 586,350 △ 33,178 △ 5.66% 

うち下水道使用料 383,608 386,982 3,374 0.87% 

営業外収益 670,983 614,610 △ 56,373 △ 9.17% 

経常費用 1,253,569 1,165,134 △ 88,435 △ 7.59% 

営業費用 1,180,017 1,099,474 △ 80,543 △ 7.33% 

営業外費用 73,552 65,660 △ 7,892 △ 12.02% 

経常損益 36,942 35,826 △ 1,116 △ 3.12% 

特別利益 5,211 0 △ 5,211 皆減

特別損失 40,368 0 △ 40,368 皆減

当年度純損益 1,785 35,826 34,041 95.02% 

前年度繰越利益剰余金 0 35,665 35,665 皆増

当年度未処分利益剰余金 1,785 71,491 69,706 97.50% 

　※図表中の数値については、表示単位未満四捨五入の関係で、合計が一致しない場合があります。

　※金額は消費税及び地方消費税を含みません。

        (単位：円[税抜])

下水道事業費用
1,165,134 千円

R３下水道事業費用の構成割合

下水道事業収益
1,200,960 千円

R３下水道事業収益の構成割合
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 （２）資本的収支

　　　　令和３年度の主な建設改良事業として、平成30年度に策定した下水道ストックマネジメント

　　　計画に基づき、老朽化した下水道施設の改築更新を行います。大規模なものとして、令和２年

　　　度からの２か年の継続事業、名寄下水終末処理場内No１雨水ポンプの更新工事と令和３年度か

　　　ら２か年で名寄下水終末処理場内No２雨水ポンプの更新工事を予定しています。

　　　　資本的収入については、建設改良事業の財源として企業債と国庫補助金を見込んでいます。

【資本的収支】 (単位：千円[税込])

科目 Ｒ２当初予算 Ｒ３予算 差額 増減率

資本的収入 542,317 421,125 △ 121,192 △ 28.78% 

企業債 325,100 207,200 △ 117,900 △ 56.90% 

出資金 48,452 48,427 △ 25 △ 0.05% 

負担金及び交付金 2,183 1,838 △ 345 △ 18.77% 

他会計繰入金 82 360 278 77.22% 

国庫補助金 163,500 161,800 △ 1,700 △ 1.05% 

水洗化貸付事業収入 3,000 1,500 △ 1,500 △ 100.00% 

資本的支出 876,005 863,118 △ 12,887 △ 1.49% 

建設改良費 412,352 418,360 6,008 1.44% 

企業債償還金 460,553 443,258 △ 17,295 △ 3.90% 

水洗化貸付事業費 3,000 1,500 △ 1,500 △ 100.00% 

返還金 100 0 △ 100 皆減

△ 333,688 △ 441,993 △ 108,305 24.50% 

　※資本的収入が資本的支出に対し不足する額は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額及び過年度分

　　損益勘定留保資金で補填します。

　※図表中の数値については、表示単位未満四捨五入の関係で、合計が一致しない場合があります。

　※金額は消費税及び地方消費税を含みます。

資本的収支

資本的支出
863,118  千円

R３下水道事業費用の構成割合

資本的収入
421,125  千円

R３下水道事業収益の構成割合
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 （３）令和３年度の主な建設改良事業

　◎名寄下水終末処理場外改築更新工事 ≪国庫補助金・企業債≫

　平成30年度に策定した下水道ストックマネジメント計画に基づき、老朽化した下水処理施設

の改築更新事業を行います。

【主な工事等】

・名寄下水終末処理場内排水ポンプ場No1雨水ポンプ設備更新工事 42,800千円 【2か年工事】

・名寄下水終末処理場内排水ポンプ場No2雨水ポンプ設備更新工事 99,200千円 【2か年工事】

・名寄下水終末処理場電気設備更新工事 700千円 ※企業債のみ

・名寄下水終末処理場機械設備更新工事 12,000千円

・風連浄水管理センター電気設備更新工事 92,000千円

・処理場及び管渠附帯工事 2,000千円 ※企業債のみ

　◎管渠等改築更新工事 ≪国庫補助金・企業債≫

　平成30年度に策定した下水道ストックマネジメント計画に基づき、老朽化した下水道管渠の

改築更新事業を行います。

【主な工事等】

・名寄処理区下水道管渠更生工事 9,000千円

・名寄処理区下水道マンホール蓋更新工事 6,000千円

・公共桝設置工事 4,320千円 ※企業債のみ

・公共桝取替工事 23,040千円 ※企業債のみ

・公共桝取付工事 570千円 ※一般財源のみ

　

　　

　　

　　

※下水道事業の実施に当たっては国からの交付金等を活用しており、交付金の動向によっては、事業費の圧縮や未実施

　となることも考えられます。

　◎合併浄化槽設置工事 ≪企業債・分担金≫

　下水道処理区域外での生活雑排水等の処理を行うため、合併浄化槽の整備を行います。

【主な工事等】

・合併浄化槽設置工事 17,000千円

※下水道ストックマネジメントとは
 長期的な視点で下水道施設全体の今後の老朽化の進展状況を考慮し、リスク 
評価等による優先順位付けを行ったうえで、施設の点検・調査、修繕・改築を
実施し、下水道施設全体を対象とした施設管理を最適化すること

- 10 -


